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Ⅰ　「農地パトロール」のねらい
　平成２１年１２月の改正農地法施行により、新たに農地の権利を有する者の責務規定が設けられるとともに、農業委員会の新たな役割として「農地の利用の状況についての調査」（以下、「利用状況調査」という）の実施が義務付けられた。
　農業委員会系統組織では、平成２３年度からの新たな組織運動である「地域の農地と担い手を守り活かす運動」のもと、①利用状況調査を通じた地域の農地利用の総点検、②遊休農地の発生防止・解消指導および違反転用防止対策－等について重点的に取り組むとともに、遊休農地の再生利用に向けた各種事業等に結びつけていくために全国統一的に期間を定め、「農地パトロール」を集中的に推進することとする。
Ⅱ　「農地パトロール月間」の設定
　全国統一の「農地パトロール月間」を設定し、農地パトロールを集中的に推進する。
　期間は、平成２３年８月～１１月を基本とするが、現場の実情に応じてそれ以外の時期に設定することも差し支えない。
Ⅲ　利用状況調査及び耕作放棄地全体調査の位置づけ
　　農地法に基づいて行う利用状況調査は、農業委員会が管内の全ての農地　の利用状況について調査し、遊休農地がある場合にはその農業上の利用の　増進を図るため必要な指導のほか、通知、勧告といった手続きを一貫して　実施することとなっている。
　　このため、農業委員会系統組織が取り組んできた農地パトロールによる　農地の利用状況の確認については、利用状況調査の実施の徹底や効率的実　施の観点から、利用状況調査として行うこととする（以下、利用状況調査　を併せて実施する農地パトロールを「農地パトロール（利用状況調査）」と　いう）。
　　一方、耕作放棄地全体調査（※）については、平成２０年度から市町村　と農業委員会が一体となって、管内の耕作放棄地について一筆ごとに荒廃　状況を把握するものであり、調査の効率的な実施を図る観点から農地パト　ロール（利用状況調査）と一本化して実施する。
（※）「耕作放棄地全体調査実施要領」（平成２０年４月１５日付け１９農振第２１２５　　号農林水産省農村振興局長通知）に基づき実施している調査
Ⅳ　「農地パトロール」（利用状況調査）における取組方針
　　これまでの活動によるノウハウの積み上げと実績を踏まえつつ、以下に　留意のうえ農地パトロール（利用状況調査）に取り組むこと。
１．市町村農業委員会における取り組み
１）実施時期
　　　　「農地パトロール月間」については、あらかじめ実施時期を明確に　　　する。
２）対象農地
全ての農地を対象とする。なお、「農地パトロール月間」以外の時期に実施した農地パトロール（利用状況調査）により利用状況を把握している農地は、「農地パトロール月間」の農地パトロール（利用状況調査）の対象から除いても差し支えない。
３）実施内容
（１）遊休農地の把握
（２）農地法の許可（届出）案件の履行状況の確認
（３）農業経営基盤強化促進法による利用権設定等農地の履行状況の確認
（４）農地の違反転用の早期発見
（５）相続税又は贈与税の納税猶予制度の適用を受けている農地（以下、「納税猶予適用農地」という）の利用状況の確認
（６）仮登記農地の利用状況の確認
４）実施体制
　旧市町村や大字等、適当な範囲で区域を区切って地区担当の農業委員を定め、当該地区担当の農業委員と事務局に加え、必要に応じて農業委員会協力員や地域農業に精通した者、農業団体等の協力を得て実施する。
　なお、「調査員」を委嘱する場合は、「農地利用状況調査員設置要綱」を作成して実施するよう努める（別添参考例１参照）。
５）実施手順
（１）事前準備
①推進会議（仮称）の開催
　参加者を集めた「農地パトロール（利用状況調査）推進会議（仮称）」を開催し、参加者一人ひとりに対して実施方法等の徹底を図るとともに、事後指導の対応等を含めた取り組みについて意思統一を図る。
②地図等の用意
　現地確認で携行する地図やこれまで実施した調査結果等を用意する。なお、地図については、すでに作成している地図（水土里情報システム等を活用して耕作放棄地全体調査で作成した地図等）を有効に活用する。
　また、目に見える取り組みとするため、「農地パトロール３点セット」（マグネット板、農業委員会腕章、農業委員キャップ）や関連するリーフレット（「ストップ！遊休農地」、「農地を転用するときは農地法の許可が必要です」）を用意する。
③マスコミ等への周知
　農業委員会の取り組みを広く周知するため、また、遊休農地・違反転用等の発生防止の啓発効果をねらって、事前に農地パトロール（利用状況調査）を実施する旨を地元新聞社やテレビ局等のマスコミへ周知にする。さらに、農業委員会だよりや広報誌等でも周知に努める。
④「実施要領」等の決定
　実施期間や調査の方法等を明らかにした「実施要領」などを農業委員会総会等で決めたうえで対応する（別添参考例２参照）。
（２）調査方法
        ①　地図等を利用しながら道路からの目視で確認のうえ調査する。
        ②　道路からの目視により遊休化等が確認された場合は現地で利用　　　　　状況の写真を撮り、その旨を地図等に記録する。
（３）調査結果の整理及び指導等の実施
        ①調査結果の整理
  農地パトロール（利用状況調査）終了後は、参加者等関係者による報告・検討会を開催し、調査結果を整理する。
        ②耕作放棄地全体調査への反映
　 農地パトロール（利用状況調査）の結果については「耕作放棄地全体調査」に活用するものとする。
　このため、農地パトロール（利用状況調査）の実施に際しては、農業委員会と市町村が連携して行うことが望ましい。
       ③農地基本台帳等への反映
　調査結果や遊休農地に関する措置状況について農地基本台帳で管理する。
　具体的には、農地基本台帳に、農地の利用状況調査の調査年月日、農地の利用状況、遊休農地の指導状況等を記載する。
　また、耕作放棄地全体調査で「農地に復元して利用することが不可能な土地」（赤）と区分され、かつ、農業委員会総会の議決により「農地に該当しない土地」（以下、「非農地」という）と判断し、「非農地通知書」を送付した土地については「非農地通知一覧表」に管理することから、農地基本台帳から削除ことが望ましい。
　さらに、遊休農地の位置を視覚的に把握するため、地図による管理に努める。
④指導等の実施
　農地パトロール（利用状況調査）で把握した遊休農地については、農地法第３０条第３項に基づく指導等を行う。また、違反転用農地については、「農地法関係事務処理要領の制定について」（平成２１年１２月１１日付け２１経営第４６０８号・２１農振第１５９９号経営局長・農村振興局長連名通知）別紙１の第４の７の（１）のアの（イ））に基づく指導を行う。
　なお、遊休農地又は違反転用農地が納税猶予適用農地である場合には、農地法上の指導等と併せ、当該土地の所在地の所轄税務署長への通知等についても迅速かつ確実に行う。
２．都道府県農業会議における取り組み
１）優良農地の確保に向けた申し合わせ決議の実施
　遊休農地の解消、違反転用防止など優良農地の確保に向けた申し合わせ決議を行うこと。
２）ＰＲ活動の実施
　一般マスコミ、農業会議情報、各種関連チラシ等を活用し、農業委員会の活動を対外的にＰＲすること。併せて、農業委員会に対しては、「農地パトロール３点セット」（マグネット板、農業委員会腕章、農業委員キャップ）や関連するリーフレット（「ストップ！遊休農地」、「農地を転用するときは農地法の許可が必要です」）の積極的な活用促進を呼びかけること。
３）活動支援
　農地パトロール月間前に、集中的な巡回指導、研修会の開催等により農業委員会に対する指導・支援に努めること。
　また、農地の違反転用案件への対応については、都道府県担当部局との緊密な連携のもと、常任会議員会議での検討等、積極的な対応を図ること。
４）実施状況の点検
　管内農業委員会における農地パトロール（利用状況調査）の実施状況について適宜点検を行い、今後の遊休農地の解消活動等に反映させること。その際、取り組み状況のとりまとめを行うよう努めること。
３．全国農業会議所における取り組み 
１）啓発宣伝活動の実施
（１）全国農業新聞、全国農業図書と連携し、農業委員会の取り組みの周知に努める。
（２）「農地パトロール３点セット」（マグネット板、農業委員会腕章、農業委員キャップ）や関連リーフレットを作成・有償配布する。
２）情報提供
　　市町村農業委員会、都道府県農業会議の活動に対する情報提供を含む支援・協力を行う。
３）「農地情報提供システム」の運営（別添チラシ参照）
　「農地情報提供システム」による農地の貸出・売却希望農地の情報の登録を促進する。
Ⅴ「農地パトロール」（利用状況調査）実施にあたっての留意点
１．耕作放棄地全体調査への対応
平成２０年度から実施している耕作放棄地全体調査については、食料・農業・農村基本計画（平成２２年３月閣議決定）で定められた平成３２年の農地の確保に向けた耕作放棄地の再生利用の取り組みであるとともに、農地基本台帳上の面積と現況の農地面積との乖離を是正するために不可欠な取り組みであることを踏まえ、今年度も引き続き調査を実施する必要がある。
　具体的には、これまで把握している農地の状況の変化（解消、荒廃度合の進展等）を確認するほか、目視により新たに発生した荒廃した耕作放棄地について把握する。なお、これらの耕作放棄地については、一筆毎にその荒廃状況を調査表（耕作放棄地全体調査表）に整理の上、市町村単位で集計（解消確認集計表）し、都道府県へ提出する。
　また、耕作放棄地全体調査の区分整理において「赤」に分類された耕作放棄地に係る農地・非農地の判断については、農業委員等による対象地の現況確認を行い、「耕作放棄地に係る農地法第２条第１項の「農地」に該当するか否かの判断基準等について」（平成２０年４月１５日付け１９経営第７９０７号農林水産省経営局長通知）の第３の基準に従って対象農地が「農地」に該当するか否かについて農業委員会総会（又は農地部会）の議決により判断することとされている。
　なお、納税猶予適用農地については「非農地」と判断しないこと。
２．農地法に基づく指導等の実施
農業委員会は、遊休農地の所有者等に対する指導・通知・公告・勧告までの手続きを一貫して行うこととなっている。遊休農地の所有者等に対する指導は、これまでも、その実績が低調であることを規制改革会議から指摘されるなど、農業委員会のあり方にも影響を及ぼしかねない課題となっている。
　そのため、農業委員会では、遊休農地の所有者等に対する指導等を必ず実施し、その実績を目に見えるものとするよう全力を挙げて取り組むこと。
　また、指導等にあたっては農業委員会として手続き規程を作成し、それに基づき実施すること（別添参考例３参照）。
　なお、遊休農地の所有者等に対する指導等を行った場合には、当該所有者等の意向を踏まえ、その指導内容等について市町村担当部局や地域で耕作放棄地対策を推進する組織への情報提供を行い、必要な支援を得て遊休農地の解消のための取組を進めること。
１）所有者等への指導（法第３０条第３項）
（１）対象農地
　農地パトロール（利用状況調査）の結果、以下のいずれかに該当する農地については、その所有者等に対し、農業上の利用の増進を図るための指導を実施する。
①　１年以上にわたり農作物の作付けが行われておらず、かつ、今後も農地所有者等の農地の維持管理（草刈り、耕起等）状態や農業経営に関する意向等からみて、農作物の栽培が行われる見込みがない農地
②　農作物の栽培は行われているが、周辺の同種の農地において通常行われる栽培方法と認められる利用の様態と比較して、その程度が著しく劣っている農地
（２）指導方法
①　農地の所有者等に対して、農地パトロール（利用状況調査）の結果を伝え、耕作の再開等の意向を確認した上で、耕作の再開等を指導すること。また、指導を行ったときは、その方法が口頭か書面かに関わらずその都度、経過が分かるよう農地基本台帳に記載すること。
②　①の意向確認の結果、耕作する意思が明確でない又は耕作の再開が見込まれない場合は、あらかじめ法第３２条に基づく「遊休農地である旨の通知」を行う期日を定め、原則として文書で指導すること。
③　文書で指導を行う場合は、次の事項を記載すること（別添「指導通知書」様式例参照）。
ア.①の指導を開始した年月日
イ.法第３０条第３項に基づく指導である旨
ウ.指導を行う農業委員の氏名
エ.農業上の利用を図るべき旨の指導
オ.遊休農地である旨の通知を行う期日
④　口頭で指導する場合は、③の事項を遊休農地の所有者等に明らかにした上で指導を開始するとともに、遊休農地である旨の通知を行う期日が到来する１ヶ月までに、期日到来が迫っている旨の文書を交付すること。
（３）指導内容
①　農地の所有者が自ら耕作を行う意思を有し、その実現が見込まれる場合（一部作業を委託する場合を含む）
→普及指導センター等と連携し耕作を行うことを指導（必要に応じ栽培作目、技術等を指導）すること。
②　農地の所有者自らが耕作を行うことが困難と判断され、地域の認定農業者等への利用集積が見込まれる場合
→地域の認定農業者等への当該農地の貸付け等を指導するとともに相手方の紹介、あっせん等を実施すること。
③　①及び②が見込まれない場合
　　　   　 ア.周辺地域に畜産農家が存在し、農地の所有者との連携によ                 る放牧が見込まれるとき
　　　　　　　 →畜産農家と連携した放牧を指導すること。
　　　　　　イ.市民農園等による利活用が見込まれるとき
→市民農園等による利活用を指導すること。
ウ.農業に意欲のあるＮＰＯ法人、農業協同組合、地場の会社等による利用が見込まれるとき
→これらの者への貸付け等を指導すること。
エ.当該農地を利用する者が直ちには見込まれないとき
→全国農業会議所の「農地情報提供システム」への掲載を促すとともに、利用する者が確保されるまでの間、維持管理を行うこと、基盤法第１１条の１２の農地利用集積円滑化団体に貸付けの委任の申出を行うよう指導すること。
（４）その他
①　農地の所有者が疾病又は負傷による療養、災害等のやむを得ない事由により耕作を行うことができない場合には、これらの事由が解消した後速やかに指導を開始すること。
②　納税猶予適用農地については、その利用状況等が、納税猶予制度の適用の可否に直結することから、指導に当たっては、次の事項に留意すること。
　ア.指導に当たっては、遊休農地である旨の通知を行う期日まで　 に、農業上の利用の増進が図られない場合等には、納税猶予  　が打ち切られる旨の説明を徹底すること。
　イ.納税猶予適用農地の譲渡・貸付け等については、制度上の制 　約があるので、所有者自ら耕作することが見込まれず、（３） 　の②及び③により対応する場合については、納税猶予の打ち　　切り事由に留意し、適切な指導を行うこと。
③　仮登記農地は、将来の所有権移転を内容とする売買契約が既に締結されていること等から、仮登記農地の所有者にこれを有効に活用しようとする意識が極めて乏しい等、遊休農地の解消に支障を来たすおそれがあることから、指導に当たっては、次の事項に留意すること。
ア.仮登記農地の所有者に対して、所有権は仮登記の登記権利者（以下「仮登記権利者」という）ではなく、仮登記農地の所有者にあることの説明を徹底すること。
イ.必要に応じて仮登記権利者に対しても、当該農地について農業上の利用の増進が図られる必要がある旨を伝えること。
ウ.仮登記農地の貸付けをあっせんするに当たり、農地が返還されなくなるのではないかという仮登記農地の所有者の懸念を払拭するため、期間満了に伴って農地が返還される仕組みとなっている基盤法第１８条に基づく農用地利用集積計画による利用権の設定等を行うこと。
２）遊休農地である旨の通知等（法第３２条）（別添「遊休農地通知書・公告」様式例参照）
　文書等による指導を行った後も、「相当期間」耕作の目的に供されない場合は、遊休農地である旨を通知すること。
　なお、「相当期間」とは、指導を開始した日から１年を越えない期間とするが、地域における作付体系等を踏まえて設定することが重要であり、機械的に１年間とするべきではないこと。
　また、「通知を受けるべき農地所有者等が不明な場合」は、農業委員会により「遊休農地である旨の公告」を行うこと。
３）勧告（法第３４条）（別添「勧告書」様式例参照）
　　　農業委員会は、以下のいずれかに該当する場合は、当該遊休農地の所有者等に対し、相当の期限を定めて、当該遊休農地の農業上の利用の増進を図るために必要な措置を講ずべきことを勧告すること。
　　①　法第３３条第１項の規定による届出（以下、届出）に係る計画　の内容が当該遊休農地の農業上の利用の増進を図る上で適当でない　と認める場合
　　　　②　届出がない場合
  　　　③　届出に係る計画に従って当該遊休農地の農業上の利用が行われ　　　　　ていないと認める場合
　　　　また、農業委員会は、勧告した場合において、必要があると認　めるときは、当該勧告を受けた者に対し、当該勧告に基づいて講じ　た措置について報告を求めることができる。
４）緊急の場合の措置命令（法第４４条）（別添「措置命令書」様式例参照）
　遊休農地において支障の除去（病害虫の発生、土石の堆積等により周辺地域の営農条件に著しい支障が生じる恐れのある場合）が必要な場合には、市町村長による措置命令（草刈り、土石の排除等）を行い、命令に従わない場合は、市町村長が自らその支障の除去を講じることができる。
　また、所有者等が不明の場合は、公告（一定の期間を定め必要な措置を講じる旨、及び期限内に措置を講じないときは市町村長が措置を講じ、それに要した費用を徴収すること）を行った上で、市町村長が自らその支障の除去を講じることができる。
　なお、代執行を行った際に要した費用については、どちらの場合においても農林水産省令の定めるところにより、所有者等に負担させることができる。
５）納税猶予適用農地について遊休農地に関する措置を講じる場合の留意点
　　①　相続税又は贈与税の納税猶予が打ち切りとなる遊休農地に関す　る措置の内容は、次の区分のとおり、その適用時期等によって異な　ることを留意すること。
　　　  ア.農地等を贈与した日又は相続を開始した日が平成２１年１２               月１５日以降である場合及び租税特別措置法第７０条の６の               ２第１項の規定（特定貸付けの特例）の適用を受けた場合に               あっては、法第３２条の規定による遊休農地である旨の通知               があったこと。
　　　　イ.アに掲げる場合以外の場合にあっては、法第３３条第１項の　　　　規定による遊休農地の農業上の利用に関する計画の届出がな　　　　かったこと又は法第３５条第１項の規定による所有権の移転　　　　等の協議を行う旨の通知があったこと。
　　②　納税猶予適用農地が遊休化したまま納税猶予が適用され続けることがないよう、指導の際に明示した、遊休農地である旨の通知を行う期日までに農業上の利用の増進が図られない場合には、当該通知を確実に行うとともに、上記①ア又はイの事実が生じたことについて、当該土地の所在地の所轄税務署への通知を遅滞なく行うこと。
６）関係機関・団体との連携
　以上のような措置を講じるまでもなく、遊休農地の発生を未然に防止することこそ重要であり、法第１条、第２条の２、第３０条の趣旨・内容について農地所有者に十分な理解を得るよう戸別訪問、座談会等で説明するとともに、関係機関・団体との連携の下に推進すること。
　特に納税猶予適用農地がある農業委員会にあっては、当該農地等の適確な把握・管理に努めるとともに、耕作放棄等納税猶予の適用に疑義が生じる事態が発覚した場合は、速やかに所轄税務署に連絡する等、国税関係機関との連携強化を図ること。
　また、農業委員会が担う役割を効果的に発揮するため、耕作放棄地全体調査における一方の実施主体である市町村のほか、耕作放棄地再生利用緊急対策の実施主体である地域耕作放棄地対策協議会、農業者戸別所得補償制度において「耕作放棄地の再生利用計画」を作成する地域農業再生協議会との連携を図ること。
７）指導実績等の記録の徹底
　遊休農地の所有者等に対して解消の指導を行った場合には、指導を行った農業委員毎に「農業委員活動記録セット」（全国農業図書）の活動記録簿に記録すること。また、一定期間毎に農業委員会事務局で各農業委員の活動記録簿の確認・とりまとめを実施すること。
　　８）農林水産省への実績報告
　　　　　農林水産省から適宜提出を求められる「改正農地法等の施行状況」　　　　や毎年６月末までに提出する「農業委員会の適正な事務実施につい　　　　て」（平成２１年１月２３日付け２０経営第５７９１号農林水産省経　　　　営局長通知）に基づく点検・評価及び活動計画の実績報告において、　　　　農地法第３０条第３項に基づく遊休農地の所有者等に対する指導の　　　　実績は、指導の方法が口頭か書面かに関わらず全て報告すること。
　　　　　なお、指導時に行う当該農地の所有者等の意向確認の結果、当該　　　　所有者から示された意向が適当であると判断し具体的な指導事項が　　　　なかった場合についても、指導の実績として報告すること。
３．不在村者の所有する遊休農地についての対策
　相続等による不在村の農地所有者の増加に伴い、地域の農地の有効利用に支障をきたすことが危惧されている。よって、農業委員会として不在村農地所有者を対象に、以下のような機動的な農地の利活用対策を推進する。
１）文書・ハガキ等による指導・意向把握
　不在村者の住所を把握したうえで、文書・ハガキ・電話等で直接連絡し、遊休農地の解消・有効利用に向けた指導及び意向把握を行う。
２）個別訪問・利用農地相談会等の実施
　不在村者の所有する遊休農地の解消と効率的な活用のために、必要に応じて不在村者の居所に出かけたうえで、農地利用相談会の開催や直接面談を実施し、今後の遊休農地の利用の意向や解消に向けた具体的な取り組みについて協議を行う。
４．農地の違反転用防止対策について
１）啓発活動の実施
　住民すべてに注意を喚起するためのチラシの作成・配布、広報車による呼びかけなど啓発活動を強化すること。
２）農地法の適正・適切な運用と指導
　農地転用の申請に際しては、計画の内容・実現性など転用許可基準により的確な審査を行うなど、通知・ガイドライン等に従い、適確に対応すること。
　また、関係機関と連携し、許可後の経営の状況、工事の進捗状況の把握に努め、必要に応じて是正指導を行うなど、許可事項を遵守させること。
３）関係機関・団体との日常的な連絡調整と情報支援
　産業廃棄物の不法投棄等を発見した場合は、保健所、環境対策関係課、県等との連絡調整を行うなど徹底した対策を講じるとともに、日常的にも情報交換を行うこと。
　また、納税猶予適用農地に違反転用が発覚した場合には、農業委員会は直ちに所轄税務署等に連絡するとともに、すぐに是正が見込まれない場合は、遅滞なく、租税特別措置法に基づく通知を行うこと。
４）監視・通報の仕組みづくりに向けた地域住民への呼びかけ
　農地の違反転用や不法投棄についての農業委員会への連絡や相談体制に関して広く住民に啓発・普及すること。特に、農地転用許可手続きについて、申請受付は農業委員会が窓口で行っていることの周知を図り、違反転用を防止するため地域住民に監視・通報の呼びかけに努めること。
　さらに、違反転用の防止に向けた地域住民への啓発を図るため、リーフレットの農家及び農地転用関係事業者等への配布及び市町村・農業委員会の窓口への備え付けや、ポスターの役場、公民館、集会所等の出入口等への掲示等の取り組みを積極的に行うこと。
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